
栃木県公共事業事前評価 自己評価書【県土整備部 河川事業】 

 

事 業 の 概 要 担当課：河川課 

事業名 安全な川づくり事業 
事業 

主体 
 栃木県 

事業箇所 
一級河川名草川 

足利市
あしかがし

利保
か か ぼ

町
ちょう

地先から菅田
す げ た

町
ちょう

地先 

事業の目的、事業発案の経緯・背景  

一級河川名草川は、足利市名草
な ぐ さ

上町
かみちょう

に源を発し、足利市街地を流下して、一級河川袋川に合流する流域面

積A=20.7km2、管理延長L=11.0kmの河川である。 

本区間は、川幅が狭く流下能力が不足しており、近年では、平成18年７月豪雨及び令和元年東日本台風に

おいて、家屋や農地等へ浸水被害が発生している。 

 本事業は、浸水被害の軽減を図るため、河川断面の拡大を行うものである。 

事業内容  

計画流量１１０m3/sの洪水を安全に流下させることができるよう、河川断面の拡大を行う。 

 

総延長   ：約１,３００m 

計画流量  ：１１０ｍ3/s 

計画確率規模：1／２（概ね２年に一度の割合で発生する洪水流量を安全に流下させるように整備する） 

計画河床勾配：1／１９０ 

工事内容  ：掘 削 約  ２9,000ｍ3 

築 堤 約  １１,000m3 

護岸工 約 １６,３00m2 

  道路橋       ２橋 

 

事業予定 

期間 
令和６年度～令和１５年度（予定） 事業見込額 総事業費 約27億円 

事業概要図  

別紙記載 

 

県計画への位置付け  

 

 「渡良瀬川上流圏域河川整備計画」に本計画が位置付けられている。 

他計画・他事業との関連  

 

 一級河川名草川 大規模特定河川改修事業（栃木県） 

  

 1 

0263591
テキストボックス
資料3-4



 

事 業 の 評 価  

事 業 名 安全な川づくり事業 

評 
  

価 
 
 

の 
 
 

視 
 
 

点 

１ 事業の必要性 

本区間は、川幅が狭く流下能力が不足しており、近年では、平成18年７月豪雨及

び令和元年東日本台風において、家屋や農地等へ浸水被害が発生していることか

ら、早期に河川改修を実施して浸水被害の軽減を図る必要がある。 

２ 事業の適時性 

(今事業に着手 

する理由等) 

本河川は、平成 18年７月豪雨及び令和元年東日本台風において、浸水被害が発

生している。 

本区間下流で実施している河川改修事業の進捗が図られたことから、その上流を

切れ目なく整備できるよう、令和６年度から事業に着手する。 

３ 事業の適地性 
宮前橋から下流は事業中であるため、宮前橋を下流端とする。また、中通橋まで

の流下能力が不足している区間を事業区間とし、中通橋を上流端とする。 

４ 事業手法の適切性 

（県が事業主体とな

る理由等） 

一級河川名草川の河川管理者である栃木県が事業を実施する。 

 

 

 

 

５ 事業により予想 

  される効果及び

影響 

 
・機能的な効果 

・経済的な効果 

・他計画、他事業へ 

の波及効果 

・環境への影響など 

○機能効果 

・氾濫シミュレーションの結果、計画規模の洪水に対して約111haの浸水被害が解

消される。 

 ・主要地方道足利環状線の浸水被害が解消され、緊急輸送道路の機能が確保される。 

○経済効果 

・費用便益比（B/C） 28.9 

・総便益（B） 639.0億円 

※施設完成後50年間の洪水氾濫被害の防止効果を金銭に換算し現在価値化したも

のである。 

・総費用（C） 22.1億円 

※建設費と施設完成後50年間の維持管理費を現在価値化したものである。 

○環境への影響 

 ・河川断面の拡大による河岸･水際部の整備にあたっては、現況の瀬や淵を極力保全

するとともに、水際部に植生が繁茂できるよう配慮し、生物の生息･生育･繁殖環

境の多様性に配慮する。 

６ 事業コスト縮減

等の可能性 

河川の掘削土砂を築堤材として活用し、コストの縮減を図る。 

本事業計画区間下流の河川改修工事などの他事業と調整し、建設発生土の事業間

連携を図る。 

事業の対応方針(案) 令和６年度から事業に着手する。 
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栃木県公共事業事前評価 自己評価書
【県土整備部 河川事業】

事業名 安全な川づくり事業

事業箇所
一級河川 名草川

足利市利保町地先から菅田町地先

事業主体 栃木県

事業担当課 県土整備部 河川課
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かかぼちょう すげたちょう



Ⅰ 事業の概要

【事業箇所の概要】

4
出典：国土地理院ウェブサイト（https://maps.gsi.go.jp/) 地理院タイルに事業箇所等を追記して作成

至 渡良瀬川



一級河川名草川は、足利市名草上町に源を発し、足利市街地を流下して、
一級河川袋川に合流する、流域面積A=20.7km2、管理延長L=11.0kmの河川
である。
本区間は、川幅が狭く流下能力が不足しており、近年では、平成18年７月

豪雨及び令和元年東日本台風において、家屋や農地等へ浸水被害が発生して
いる。
本事業は、浸水被害の軽減を図るため、河川断面の拡大を行うものである。
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Ⅰ 事業の概要

【事業の目的、事業発案の経緯・背景】

事業計画区間
L=約1300m

袋川

名草川(110) (100)

(10)

蛍
逢
橋

中
通
橋

単位：m3/s

宮
前
橋

事業中区間
L=約800m

(110)

事業計画区間 L=約1300m

(110)

計画流量配分図 流下能力図

名草川

右岸

左岸

なぐさかみちょう



河道掘削、築堤、護岸工等によって流下能力の向上を図る。

①延長 ：約１,３００ｍ
②計画流量 ：１１０ｍ３／ｓ
③計画確率規模：１／２
④計画河床勾配：１／１９０
⑤工事内容 ：掘削 約２９ , ０００ｍ３

築堤 約１１ , ０００ｍ３

護岸工 約１６ , ３００ｍ２

道路橋 ２橋
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Ⅰ 事業の概要

【事業内容】

代表的な横断計画



令和６年度～令和１５年度

総事業費：約２７億円（国費：５０％、県費：５０％）

測量設計費 約 １億円

用地補償費 約１３億円

工事費 約１３億円
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Ⅰ 事業の概要

【事業予定期間】

【事業見込額及び内訳】

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

測量設計

用地補償

工事



• 「渡良瀬川上流圏域河川整備計画」
（第３回変更 令和２年１０月）に
基づき河川の整備を実施する。

• 一級河川名草川
大規模特定河川事業（栃木県）
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Ⅰ 事業の概要

【県計画への位置付け】

【他計画・他事業との関連】

大規模特定河川事業 施工状況

①

出典：国土地理院ウェブサイト（https://maps.gsi.go.jp/)
地理院タイルに事業箇所等を追記して作成



1. 事業の必要性

• 本区間は、川幅が狭く流下能力が不足しており、近年で
は、平成18年７月豪雨及び令和元年東日本台風において、
家屋や農地等へ浸水被害が発生していることから、早期
に河川改修を実施して浸水被害の軽減を図る必要がある。

【評価の視点】

9

Ⅱ 事業の評価

②令和元年東日本台風（中通橋下流）

①平成18年7月出水（宮前橋）

出典：国土地理院ウェブサイト（https://maps.gsi.go.jp/)
地理院タイルに事業箇所等を追記して作成



【評価の視点】

2. 事業の適時性
（今事業に着手
する理由等）

• 本河川は、平成18年７月豪雨及び令和元年東日本台風に
おいて、浸水被害が発生している。

• 本区間下流で実施している河川改修事業の進捗が図られ
たことから、その上流を切れ目なく整備できるよう、令
和６年度から事業に着手する。
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3. 事業の適地性
• 宮前橋から下流は事業中であるため、宮前橋を下流端と
する。また、中通橋までの流下能力が不足している区間
を事業区間とし、中通橋を上流端とする。

4. 事業手法の適
切性

（県が事業主体と
なる理由等）

• 一級河川名草川の河川管理者である栃木県が事業を実施
する。

Ⅱ 事業の評価



【事業投資の効果】
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Ⅱ 事業の評価

氾濫シミュレーションの結果、
計画規模の洪水に対して、
約111ha
の浸水被害が解消される。

※上図は、概ね2年に一度の割合で発生する洪水により想定される
浸水範囲と深さを示したものである。

事
業
計
画
区
間

L
=
約
1
,3
0
0
m

事
業
計
画
区
間

L
=
約
1
,3
0
0
m

浸水なし

５．事業により予想される効果及び影響



【評価の視点】

5. 事業により予
想される効果
及び影響

・機能的な効果
・経済的な効果
・他計画、他事業
への波及効果

・環境への影響
など

◆機能効果
・計画規模約１／２の降雨で想定される浸水被害を防ぐ。
想定される浸水被害：浸水面積111ha

浸水家屋1,316戸

・主要地方道足利環状線の浸水被害が解消され、緊急輸送道路
の機能が確保される。

◆経済効果
・費用便益比（B/C） 28.9
➢総便益（B） 639.0億円（供用後50年間の効果を金銭に換算したもの）

➢総費用（C） 22.1億円（建設費と供用後50年間の維持管理費を含む）

◆環境への影響
・瀬や淵を極力保全するとともに、水際部に植生が繁茂できる
よう配慮し、生物の生息･生育･繁殖環境の多様性に配慮する。
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Ⅱ 事業の評価



【事業の対応方針（案）】

【評価の視点】

令和６年度から事業に着手する。

6. 事業コスト縮
減等の可能性

• 河川の掘削土砂を築堤材として活用し、コストの縮減を
図る。

• 本事業計画区間下流の河川改修工事などの他事業と調整
し、建設発生土の事業間連携を図る。
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Ⅱ 事業の評価


